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第１章 策定の趣旨 

１ 行財政改革大綱策定の趣旨 

本市の総合的なまちづくりの指針である「玉野市総合計画」では、将来像として【誰もが行

ってみたい、住み続けたいまち ～たまので育つ、TAMANOが育つ～】の実現を目指していま

す。この総合計画の実現に向けた取組を着実に推進し、玉野市を魅力的なまちにしていくため

には、政策の実現を支える財政基盤と効率的で効果的な行財政運営が必要です。 

また、更なる少子高齢化の進展による生産年齢人口の減少や社会保障関係費の増加、公共施

設の老朽化対策といった課題に加え、新型コロナウイルス感染症をはじめとした社会情勢の変

化等による財政面への影響など、本市を取り巻く状況は深刻化しているところであります。 

こうした状況の中で、住民福祉の増進と魅力的なまちづくりを進めるためには、これまでの

行財政改革の成果を維持するとともに、限りある経営資源を有効に活用したより効率的で効果

的な行財政運営が必要となります。 

本市の抱える様々な行財政課題に的確に対応するとともに、「玉野市総合計画」を着実に推進

するため、将来を見据えた中長期的な視点で不断の改革に取り組み、市民との協働による持続

可能な行財政運営を行うことを目的として「玉野市行財政改革大綱（第８次）」を策定します。 

 

 

２ 行財政改革大綱の位置付けと取組期間 

（１）位置付け 

市の最上位計画である「玉野市総合計画」の着実な推進を支えるための計画として位置付け

ます。 

（２）取組期間 

新たな「総合計画」の計画期間に合わせ、令和５年度から令和８年度までとします。 

 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

市長任期           

総合計画 
          

          

行財政改革大綱           

 

  

基本構想（2040年まで） 

★第8次行財政改革大綱 

基本計画 基本計画 
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第２章 本市を取り巻く行財政の現状と課題 

１ これまでの取組と効果 

本市では、昭和60年から７次にわたる行財政改革に取り組み、本市を取り巻く社会情勢の変

化に応じた行財政運営の適正化に努めてきました。 

平成29年２月に策定した「玉野市行財政改革（第７次）大綱」（平成29年2月から令和３

年３月）では、平成27年度の中期財政試算において深刻な財政状況の悪化が見込まれたことを

受け、効率的かつ効果的な行財政運営の実現に向けて「行政サービスの最適化・合理化」、「持

続可能な財政基盤の確立」、「経営改革の推進」の３つの指針を掲げ、主に歳出削減及び歳入確

保等の財政規律の視点を踏まえた行財政運営の取組を進めてきた結果、経常収支比率や基金残

高の目標数値を達成するなど、財政状況の改善に一定の成果が見られたところです。 

 

２ 財政の状況 

（１）経常収支比率 

経常収支比率とは、毎年度経常的に支出される経費（人件費や扶助費、公債費など）に充当さ

れた一般財源が、毎年度経常的に収入される一般財源（市税や地方交付税など）に占める割合の

ことで、この数値が高いほど、「財政構造が硬直化している」と言われ、投資的経費等の臨時的経

費や新たな事業に使える財源が少ない状態を示しています。 

本市の経常収支比率は、平成30年度まではおおむね95％を超える高い水準で推移しており、

県内15市平均、類似団体平均と比較すると、財政の硬直化が進んでいる状態が続いていました

が、令和元年度以降は90％程度を推移しており、おおむね県内15市平均、類似団体平均と同程

度にまで改善しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）基金残高 

資料：財政状況資料集、岡山県資料（令和２年度普通会計決算の概要、令和３年度市町村普通会計決算見込額等） 

※県内15市平均及び類似団体平均は加重平均により算出している。 

R3の類似団体平均は現時点で公表されていないため記載していない。 
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（２）基金残高 

基金には、年度間の財源の調整を図り、大規模災害などの不測の事態に対応するために積み立

てる「財政調整基金」のほか、地方債の償還に充てるための「減債基金」や特定の目的のために

積み立てる「特定目的基金」などがあり、いわゆる家計における預貯金に相当するものです。 

本市では、平成 16 年度の台風災害の影響により、平成 17 年度には基金残高が約１億円にま

で減少しましたが、その後の行財政改革をはじめとした財政健全化に向けた取組により、徐々に

回復傾向にあります。 

基金残高を県内他市と比較すると、金額ベースでは下から２番目、標準財政規模※に対する基

金残高の割合では下から５番目で41.4％となっています。 

※地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に普通交付税を加算した額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地方財政状況調査 

※財政調整基金及びその他基金はそれぞれ小数点以下第２位を四捨五入しているため、それぞれの合計値と 

合致しない場合がある。 
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（３）地方債残高 

地方債は、地方公共団体の資金調達のための借入れで、便益を受けることとなる後世代の市民

と現世代の市民との間で負担を分かつことを可能とするものです。 

本市では厳しい財政状況を受け、大型事業を抑制してきたため、地方債残高は減少傾向にあり

ます。 

また、標準財政規模に対する地方債残高の割合を県内他市と比較すると、本市は最も低い水準

にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地方財政状況調査 
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（４）実質公債費比率 

実質公債費比率とは、標準財政規模を基本とした額に対する実質的な公債費の割合がどの程度

あるかを示す指標で、比率が低いほど収入に対する返済額が少ない状態を表しています。 

本市では、可能な限り地方債の新規発行を抑制するとともに、発行に当たっては交付税措置の

ある有利なものに限定するなど、健全な財政運営に努めてきた結果、実質公債費比率は減少傾向

にあります。 

また、県内15 市平均や類似団体平均と比較すると、本市の実質公債費比率は低い水準で推移

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：財政状況資料集、岡山県資料（普通会計決算の概要、令和３年度市町村普通会計決算見込額等） 

   ※R３の類似団体平均は現時点で公表されていないため記載していない。 
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（５）将来負担比率 

将来負担比率は、標準財政規模を基本とした額に対して、将来負担すべき実質的な負債の割合

がどの程度あるかを示す指標で、比率が低いほど将来の負担が少ない状態を表しています。 

本市では、繰上償還の実施や基金残高の増加により、将来負担比率が年々低下しています。 

また、平成 28 年度まではおおむね類似団体平均と同程度で推移していましたが、平成 29 年

度以降は県内15市平均や類似団体平均と比較して低い水準で推移しています。 
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資料：財政状況資料集、岡山県資料（普通会計決算の概要、令和３年度市町村普通会計決算見込額等） 

   ※R３の類似団体平均は現時点で公表されていないため記載していない。 

   ※将来負担比率が算定されない場合は「－」と表記している。 
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３ 現状と課題 

（１）人口減少と少子高齢化 

本市の人口は、1975年（昭和50年）をピークに減少が続いており、2020年（令和２年）

の人口は56,531人となっていますが、国立社会保障・人口問題研究所の推計では、人口の減

少は今後も進み、2045年（令和27年）には36,137人にまで減少すると推計されています。 
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※年齢不詳者がいるため、各人口比率の人口の合計と総数が合わない場合がある。 
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また、働き手である15歳～64歳の生産年齢人口比率は1990年（平成２年）以降減少し続

け、2030年（令和12年）には50％を下回り、2045年（令和27年）には46.0％にまで減

少すると推定されています。 

一方、高齢化の進展により、65歳以上の高齢人口比率は今後も徐々に上昇し、2030年（令

和12年）には40％を上回り、2045年（令和27年）には44.9％に達すると推定されていま

す。 

これらの将来人口推計を踏まえると、総人口の減少、特に生産年齢人口の減少に伴い市税の

減収が見込まれるとともに、高齢化の進展による社会保障関係費の増加が予測されています。 
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1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045

人口比率の推移

年少人口比率 生産年齢人口比率 高齢人口比率

実績値 推計値 

資料：総務省「国勢調査結果」 

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成30年３月推計） 
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（２）行政需要と職員体制 

本市では、歴史的、地理的な事情などから、各地区に幼稚園や保育園、消防などの公共施設

を整備し、市直営による行政サービスを行ってきました。そのため、他市と比較して職員数が

多く、またそれに起因して、歳出全体に占める人件費も高い水準にあり、本市財政の健全化に

とって職員数の削減は大きな課題となっていました。このような状況から、定員適正化計画で

は大幅な職員数削減を目標に掲げ、事務事業の見直し、組織の簡素・合理化、正規職員の不足

を非正規職員で補うなど徹底した改革を推進した結果、平成8年度に1,019人だった正規職員

数は、令和2年度には754人にまで減少（約26％の削減）しています。 

一方で、人口減少や少子高齢化の進展、新型コロナウイルス感染症などの社会情勢の変化に

伴う新たな課題への対応など、行政に求められる業務は増加しています。また、公務員の定年

年齢の引上げを控えており、職員の年齢構成の変化も見込まれています。 

このような状況の中、住民福祉の増進に向けて行政サービスを安定的に提供していくために

は、自治体DXの推進等により今以上に業務の効率化を図るとともに、定年引上げに伴う高年

齢職員を含む職員の定員状況を踏まえた働き方改革の推進により、職員の生産性を高めていく

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：玉野市定員適正化計画 

※令和３年度からの職員の大幅な減少は、令和３年４月から玉野市民病院が地方独立行政法人となったこ

とによる。 

1,019 1,018 1,010 1,003 
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739 
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761 754 756

743 745 748 746 754 

617 
632 
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600

700

800
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1,000

H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

正規職員数の推移

単位：人

第1次 

定員適正化計画 

第2次 

定員適正化計画 

第3次 

定員適正化計画 

第4次 

定員適正化計画 

第5次 

定員適正化計画 
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（３）社会情勢の急速な変化 

長引く新型コロナウイルス感染症や急速な円安の進行による原油価格や原材料価格などの高

騰など、企業を取り巻く社会情勢の急速な変化により、市税収入をはじめとした本市の財政へ

の影響についても懸念されています。 

また、社会情勢の変化に伴って多様化・複雑化する市民ニーズやデジタル化の急速な進展な

どにより、職員に求められる資質も変化しており、時代の変化に応じた市民目線での行政サー

ビスが提供できる質の高い職員の育成が求められています。 

 

（４）公共施設の老朽化 

本市の公共施設は、築30年以上経過した施設が全体の約７割を占めるなど、施設の老朽化対

策が喫緊の課題となっています。今後も人口減少が進むことが見込まれる中、全ての施設を現

在の規模を維持しながら大規模修繕や更新していくことは非現実的です。 

限られた予算を有効に活用し、市民にとって安全・安心な施設を適切に維持していくため

は、施設の総量を「人口規模や財政規模などの身の丈にあった量」に転換し、中長期的な視点

から施設の統廃合や複合化、長寿命化などの公共施設の再編整備を進めていく必要がありま

す。 
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築年数と建物延床面積の推移

面積 面積累計割合

資料：固定資産台帳（令和２年度） 

単位：㎡ 

築30年以上の施設は全体の68.5％ 

全体の68.5％ 
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４ 今後の財政見通し 

将来的な財政収支の見通しを立てることにより、計画的に財政運営を行っていくための検

討の手がかりを示すものとして令和４年９月に策定した中期財政試算では、今後予定されて

いる新病院の建設や可燃ごみ広域処理に伴う施設整備といった大型事業の実施により、令和

６年度以降、実質収支が赤字となることから、継続的な基金の取崩しが必要となることが見

込まれています。 

今後の財源の不足や大規模災害等による不測の事態に対応するためには、標準財政規模の

20％程度の基金（玉野市においては約30.5億円程度）が必要であると考えていますが、財

政試算では、令和13年度末の財政調整基金残高は28.5億円と見込まれています。（令和４

年度の標準財政規模：約152.6億） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、この中期財政試算上では見込んでいませんが、今後予定している市役所本庁舎の整

備事業をはじめ、近い将来必要となる公共施設の大規模修繕などに伴い、さらなる基金残高

の減少や将来負担比率等の財政指標の悪化が懸念されます。 

 

 

 

 

 

資料：令和４年度玉野市中期財政試算 
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中期財政試算による財政調整基金残高の推移（見込み）

単位：億円 
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このような見通しの中、将来にわたって持続可能な行財政基盤を確立していくためには、

限りある経営資源を有効に活用した効率的で効果的な行財政運営を行うための行財政改革や

財政規律の確保により、不断の改革を行っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

行財政改革による取組 財政規律の確保 

・交付税措置のある有利な地方債の活用 

・国庫支出金、県支出金の積極的な活用 

・重点化すべき歳出と抑制すべき歳出のメ

リハリをつけた予算配分 

持続可能な行財政基盤の確立 

・健全で持続可能な財政基盤の確立 

・行政サービスの最適化・市民の利便性の向上 

・効率的で効果的な行政運営 
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第３章 基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 取組方針 取組項目 

行政サービスの 

最適化・市民の

利便性の向上 

Ⅱ 

健全で 

持続可能な 

財政基盤の確立 

Ⅰ 

効率的で 

効果的な 

行政運営 

Ⅲ 

 15 DXの推進及びＩＣＴの利活用（再掲） 

 20 新たな行政評価システムの構築・運用 

 19 消防団の運営形態の改革 

 18 消防本部、消防署の運営形態の改革 

 17 働き方改革の推進 

 16 人材育成の推進 

 10 公共施設再編整備の推進 

 11 幼保一体化の推進 

 12 小中学校の適正規模化 

 13 教育サポートセンターの移転先の検討 

 15 DXの推進及びＩＣＴの利活用 

 14 渋川周辺の活性化 

１ 市税・料等の収納率の向上 

２ ふるさと納税の推進 

３ 公有財産を活用した歳入確保 

４ 競輪事業の収益増加 

５ 使用料・手数料の見直し 

６ 公共交通運営事業の見直し 

７ 葬祭制度の見直し 

８ 未利用地の処分 

９ 分譲地の売却 
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・将来にわたって安定した行財政運営を行うため、市税等をはじめとした自主財源

の積極的な確保に努めます。 

・使用料・手数料等の見直しにより受益者負担の適正化を図ります。 

・行政財産の有効活用等により、市の財政負担の軽減に努めます。 

・公共施設の量の最適化を図り、安全・安心で持続可能な維持管理を実現するた

め、中長期的な視点での公共施設再編整備の推進に取り組みます。 

・統廃合等も視野に入れた幼保一体化や小中学校の適正規模化等について検討を進

めます。 

・渋川周辺施設を効果的に活用した渋川エリアの効率的な運営手法を検討するとと

もに、老朽化が進む施設の再整備に取り組みます。 

・デジタル技術やデータの活用により、市民目線でのサービスや利便性の向上に取

り組みます。 

・全庁的にデジタル技術の活用による業務の効率化を図るとともに、業務フロー等

の見直しにより、効率的な行政運営を推進します。 

・社会情勢の変化により多様化・複雑化する市民ニーズに柔軟かつ的確に対応でき

るよう、組織目標の達成に資する人材の育成を図ります。 

・働き方改革の推進により、行政職員及び教職員のワーク・ライフ・バランスの実

現及び生産性の向上を図るとともに、教育・保育の質の向上に取り組みます。 

・消防署所再編整備に伴い、人員や車両等の配置適正化を図るとともに、消防団の

組織体制等の見直しに取り組みます。 

・新たな行政評価システムの構築・運用により、施策・事務事業の成果の向上を目指

します。 

取組内容 
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＜参考＞まちづくりに関するアンケート調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 大綱全体の目標 

「持続可能で魅力的な玉野」を実現するため、大綱全体での目標を次のとおり設定します。 

◆行財政改革による効果額 

取組期間中の目標効果額を「実施計画」で設定します。 

◆財政調整基金残高 

持続可能な財政基盤の確立に向け、令和３年度末残高48.9億円を令和８年度末 

まで維持します。 

  

資料：令和４年度 まちづくりに関するアンケート調査（無作為抽出 対象者：2,500人） 

効率的な行政運営を行うため、どのようなことに重点的に取り組むべきだと考えますか。（複数回答） 

31

337

348

393

401

430

0 100 200 300 400 500

その他

職員の能力向上・組織力の強化に取り組む

公共施設の統合や廃止など、

施設の在り方についての検討を進める

民間事業者のノウハウを活用した

効率的な行財政運営についての検討を進める

行政全般の事務の効率化を図る

事業の見直しにより、必要な事業を重点的に実施する

効率的な行政運営を行うために重点的に取り組むべきこと

単位：人 

ｎ＝866 
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第４章 改革の推進 

１ 進捗管理 

（１）行財政改革大綱と実施計画 

行財政改革大綱に基づく具体的な取組項目については、別途、単年度ごとに策定する「実

施計画」により、取組ごとに評価指標を設定の上、進捗管理を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

「実施計画」の取組実績については、毎年度評価・検証を行い、次年度の「実施計画」で

の取組につなげていきます。 

 

 

 

 

 

 

（２）行財政改革効果の見える化 

・行財政改革の取組には、業務の効率化や働き方改革の推進など、市の業務手法の見直しの

ほか、受益者負担の適正化の観点から、市民の皆様に負担をお願いするものなどもあるこ

とから、市民の行政への信頼を深めるため、その効果を分かりやすく示すことが必要で

す。 

・効果額（歳入の増加額または歳出の削減額）が算出可能な取組項目については、年度ごと

の効果額を公表し、行財政改革効果の「見える化」を図ります。 

 

取組項目 
効  果  額 

 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

〇〇〇〇〇〇 
目標効果額 〇,〇〇〇千円 〇,〇〇〇千円 〇,〇〇〇千円 〇,〇〇〇千円 

実施効果額 □,□□□千円 □,□□□千円 □,□□□千円 □,□□□千円 

行財政改革大綱（令和５年度～８年度） 

行財政改革の方向性を示した基本方針 

行財政改革大綱 実施計画（単年度計画） 

行財政改革大綱の具体的な取組を示した計画 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

評価・検証 評価・検証 評価・検証 

＜「実施計画」の実績報告への記載イメージ＞ 
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２ 推進体制 

（１）玉野市行政改革推進本部 

行財政改革大綱の取組項目を着実に実行するため、市長を本部長とした庁内組織である

「玉野市行政改革推進本部」において、実施計画の進捗状況の管理を行います。 

 

（２）玉野市行政改革推進委員会 

市民や学識経験者などで構成する「玉野市行政改革推進委員会」において、取組の進捗状

況等について市民の視点や専門的見地からの意見を求め、改革の推進に向けたより効果的な

取組となるよう改善を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）市民との目標・課題の共有 

市民との協働のまちづくりを推進していく上では、行政の透明性の向上を図るとともに、

本市の目標や課題について市民と共有することが重要です。 

そのため、毎年度、行財政改革の取組の進捗状況をとりまとめた報告書を作成し、市ホー

ムページ等を通じて広く公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

助言・提言 進捗管理 

進捗状況報告 取組実績報告 

行政改革推進本部 

 

行政改革推進委員会 財政課 

 

各担当課 

 

進捗状況報告 指示 
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